


























































































































（das Interesse des Kindes）」のためのものであり、そこには子に対し
（８）　Vgl. Mathias Jestaedt, Kindesrecht zwischen Elternverantwortung und 
Staatsverantwortung, Brühler Schriften zum Familienrecht Band 19, 2016, S. 69
─70.
（９）　Vgl. BVerfGE 24, 119, 144 ; BVerfGE 121, 69, 92─93 ; BVerfGE 133, 59, 
Rn. 42.　また、このことに対応し、子の成長とともに親権の必要性は縮減してい
き、子が成年に達することで親権は失われるとされている（vgl. Jestaedt [Anm. 
























（１０）　Vgl. BVerfGE 121, 69, 92─93.　この義務拘束故に、親権については、それを





（１２）　Vgl. BVerfGE 60, 79, 88 ; BVerfG-K NJW 2017, 1295, Rn. 41 ; Jestaedt 



























（１３）　Vgl. BVerfGE 121, 69, 94.　更に、法的力の付与という観点から内容形成の
必要性を説く学説として、vgl. Jestaedt (Anm. 8), S. 69─70, 78.



























（１５）　Vgl. BVerfGE 60, 79, 94 ; BVerfG-K NJW 2015, 223, Rn. 29.
（１６）　親の第一次的な権限主体性の尊重の要請については、vgl. Jestaedt (Anm. 
8), S. 73─74.
（１７）　Vgl. BVerfGE 133, 59, Rn. 41─43.　根拠として基本法６条２項１文に加え
基本法２条１項が挙げられているのは、基本法６条２項１文は親の基本権として
定められており、そこからだけでは子の基本権は導出できないと考えられている
ことによるといわれる。Vgl. Gabriele Britz, Das Grundrecht des Kindes auf 




























（１８）　Vgl. BVerfGE 136, 382, Rn. 29 ; Britz (Anm. 17), S. 1072.
（１９）　Vgl. BVerfG-K NJW 2017, 1295, Rn. 41.
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































よる が 、家庭裁判所の職権による未成年後見人の選任の制 度 を設けるこ
（６７） （６８）
（６４）　改正の意義については、合田篤子「未成年後見制度の現状と今後の課題」法
律時報８６巻６号（２０１４年）３５頁・３７頁も参照。
（６５）　窪田・前掲注（４８）３１５頁を参照。
（６６）　窪田・前掲注（１）８頁。
（６７）　関連して、平成２３年の児童福祉法改正により、一時保護や里親委託中の児童
等で親権者等がないものについては児童相談所長が親権を行うこととなったため
（児童福祉法３３条の２第１項・４７条２項）、未成年後見が開始されても未成年後
見人の選任請求をする必要性は減り、未成年後見人が選任されないままの状態が
生じる可能性が高くなったという指摘もされている（合田・前掲注［６４］３７頁、
松川正毅他編『新基本法コンメンタール親族』［日本評論社、２０１５年］２７０頁〔青
竹美佳執筆〕を参照）。未成年後見制度の性格の変化も踏まえつつ（前掲注［４７］
を参照）、一時保護や里親委託・施設入所の措置を採った場合において未成年後見
人を選任しないという運用の許容性も含め、児童相談所長による未成年後見人の
選任につき、②国家（更には第三者）による子の人格発展の保護・促進という要
請の実現という観点から検討を要する。
（６８）　なお、成年後見人の場合には、家庭裁判所の職権による選任の規定が設けら
れている（民法８４３条）。未成年後見と成年後見の異同については、松川他・前掲
注（６７）２６３頁・２６９頁・２７３頁・２７７頁〔青竹美佳執筆〕を参照。また、平成２３年
民法改正によって、未成年後見人の追加的選任は、家庭裁判所が職権で行うこと
親権制限とその周辺
（ ）２０５（甲南法学’ １９）５９─３・４─１１９
とも、検討に値するであろ う 。
（６９）
　同様に、一時保護中の子に対する児童相談所長の監護及び教育に関す
る権限についての規定を整備したこと、更に、一時保護や里親委託・施
設入所の措置の際の、児童相談所長・児童福祉施設の長・里親の権限と、
親権との調整の規定が設けられたことも、一時保護等による親子の切離
しの後の、子の監護及び教育のための受け皿の整備の一環として捉える
ことができよう。但し、一時保護と里親委託・施設入所の措置の其々の
場合において、「必要な措置」としてどのようなことが出来るのかについ
ては必ずしも明らかでないという指摘がされてい る 。「必要な措置」と
（７０）
して何がなし得るかは、①親による子の人格発展の確保という要請と②
国家（更には第三者）による子の人格発展の保護・促進という要請の調
整にかかわる問題である。家庭裁判所の関与のあり方が異なる点も踏ま
え、其々の場合における「必要な措置」の内容について整理が必要であ
る。また、児童相談所長等の権限行使に対して親権者に不服がある場合
に、権限の競合をどのような手続で調整するのかという点についても、
検討を要するであろ う 。
（７１）
　養子縁組制度も、親子の再統合が期待できない場合の、子の監護及び
教育のための重要な受け皿である。この点、特別養子縁組制度について
は、「わが国の養子の年齢制限は類を見ないほど低く設定されており、特
別養子縁組制度の利用が伸びない一因になっていると考えられる」とい
ができるようになった（民法８４０条２項）。家庭裁判所の職権による未成年後見人
の追加的選任を認めた趣旨については、飛澤・前掲注（１）６４頁を参照。
（６９）　久保野・前掲注（５８）１１１─１１３頁を参照。
（７０）　大村他・前掲注（３３）８３─８４頁〔横田光平執筆〕を参照。平成２３年児童福祉法
改正以前の制度を念頭に置いた議論であるが、久保野・前掲注（５８）１０５頁も参照。
（７１）　大村他・前掲注（３３）８３─８４頁〔横田光平執筆〕の他、久保野恵美子「児童の
虐待をめぐる諸問題」金子修他編『講座実務家事事件手続法（下）』（日本加除出
版、２０１７年）１９７─１９９頁を参照。
論　　　説
（甲南法学’ １９）５９─３・４─１２０（ ）２０６
う指摘もされているところであ る 。親子の再統合が期待できない場合の
（７２）
受け皿として、既存の制度のままでは十分な機能が期待できないのであ
れば、特別養子縁組の年齢要件等の見直しも必要であろ う 。
（７３）
Ⅳ　おわりに
　以上、憲法２４条２項は、①親による子の人格発展の確保という要請と
②国家（更には第三者）による子の人格発展の保護・促進という要請を
適切に調整し、合理的な親権制度を形成することを国会に命じていると、
憲法２４条２項の規範内容を捉えた上で、この規範内容に照らして、民法
の親権制限の制度、及び、それに関連する諸制度について、簡単ながら
検討を行ってきた。親権制限の段階化や、親権制限後の子の保護のため
の受け皿である未成年後見人の拡充など、平成２３年の民法改正は、①親
による子の人格発展の確保という要請と②国家（更には第三者）による
子の人格発展の保護・促進という要請の調整という観点からは、一先ず
肯定的に評価できよう。
　しかし、親権制限の制度に関しては、親権の一部制限の制度を採用す
ることによる更なる段階化や裁判所による同意に代わる許可の制度の必
要性、親権喪失と特別養子縁組の各要件の関係ないし異同の整理など、
なお検討を要する点がある。また、児童福祉法の諸規定とも関連付けて
（７２）　前田陽一他『民法Ⅳ　親族・相続〔第４版〕』（有斐閣、２０１７年）１６４頁〔本山
敦執筆〕を参照。
（７３）　なお、平成３０年６月より、法制審議会に設置された特別養子制度部会におい
て、特別養子制度の見直しについて調査・審議が開始され、「社会的な養育を必要
とする、より多くの児童に温かい家庭を与えてその健全な養育を図るために特別
養子制度の利用を促進するという観点」から、養子となる者の年齢要件等の見直
しがされている。平成３０年１０月には、「特別養子制度の見直しに関する中間試案」
が取りまとめられ、同中間試案と「特別養子制度の見直しに関する中間試案の補
足説明」が公表されている。まとまったものとしては、商事法務編『特別養子制
度の見直しに関する中間試案』（商事法務、２０１８年）がある。
親権制限とその周辺
（ ）２０７（甲南法学’ １９）５９─３・４─１２１
捉えた場合には、児童福祉法２８条の審判と親権喪失・親権停止の審判の
各要件の異同の整理、家庭裁判所に対し未成年後見人の選任を請求する
児童相談所長の義務の射程、一時保護と里親委託・施設入所の措置の場
合に児童相談所長等が行いうる「必要な措置」の内容や、児童相談所長
等の権限と親権とが競合する場合の調整のための手続など、なお個別に
検討すべき問題が残っている。その意味で、本稿で行った既存の制度の
分析は、飽くまで問題提起的なものにとどまる。これらの問題の各論的
検討が今後の課題である。
